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デイサービスセンター 初音の杜 

（指定地域密着型通所介護事業） 

（介護予防・日常生活支援総合事業） 

運営規程 

 

 

（目 的) 

第１条 この規程は、社会福祉法人 一誠会が設置経営するデイサービスセンター初音の杜（以 

下「事業所」という。）が行う指定地域密着型通所介護事業及び八王子市介護予防・日常生活

支援総合事業における第１号通所事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するため

の人員及び管理運営に関する事項を定めるものとし、よって事業所の管理者、生活相談員及

び介護職員等（以下「職員」という。）が、要介護状態又は要支援状態にある高齢者に対し、

適切な指定地域密着型通所介護等（以後「通所介護等」という。）を提供することを目的とす

る。 

 

（運営の方針） 

第２条 事業所は、要介護者等の心身の特徴を踏まえて、利用者が可能な限り居宅において、そ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、さらに利用者の社会的孤立

感の解消及び心身機能の維持・向上、並びに家族の身体的・精神的負担の軽減を図るために、

必要な日常生活上の世話および機能訓練等の介護、その他必要な援助を行う。 

２ サービスの提供にあたっては、懇切丁寧に行うことを旨とする。 

３ 事業の実施にあたっては、関係する市町村、地域包括支援センター、近隣の保健・医療・

福祉サービス機関と密接な連携を保ち、総合的なサービスの提供に努める。 

４ サービスの提供にあたっては、利用者及び家族等（以後「利用者等」という。）に対し、サ

ービスの内容及び提供方法を分かりやすく説明する。 

５ サービスの提供にあたっては、適切な介護技術をもって行うとともに、常にサービスの質

の管理と評価を行う。 

６ 事業者がサービスを提供するにあたっては、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、職員に対し、研修を実施する等の措置を講じる。 

 ７ 事業者がサービスを提供するにあたっては、介護保険法第１１８条の２第１項に規定する

介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努める。 

 

（事業所の名称等） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。 

  （１） 名 称 デイサービスセンター 初音の杜 

  （２） 所在地 八王子市宮下町 988 番地 

 

（職員） 

第４条 事業所に次の職員を配置し、その員数は別表１のとおりとする。 
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  （１） 管理者     

 （２） 生活相談員                 

（３） 看護職員 

（４） 介護職員 

（５） 機能訓練指導員  

 ２ 前項に定めるほか、必要とする職員を置くことができる。 

 

（職務） 

第５条 各職種職員の職務は次のとおりとする。 

  （１） 管理者は、事業及び職員等の管理を総括する。 

（２） 生活相談員は、通所介護等の利用申込にかかる調整、通所介護計画又は介護予防通

所介護計画（以下「通所介護計画等」という。）の作成、各種相談、日常生活上の介護、

その他必要な援助を行う。 

（３） 看護職員は、利用者の看護及び保健衛生管理にあたる。 

（４） 介護職員は、利用者の心身の状況等を的確に把握し、必要な日常生活上の介護、そ

の他必要なサービスの提供にあたる。 

（５） 機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な心身機能の維持・向上を図るための

訓練及び助言・指導を行う。 

 

（営業日及び営業時間） 

第６条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

  （１） 営 業 日     祝祭日を含み、毎週月曜日から土曜日までとする。 

               ただし、１月１日から１月３日までを除く。 

  （２） 営業時間     午前８時００分から午後６時００分までとする。 

  （３） サービス提供時間 午前９時２０分から午後４時３０分までとする。 

 

（単位数及び利用者定員） 

第７条 単位数及び利用者定員は１単位とする。 

    １単位目 月曜日から土曜日 １８名 

     

（通所介護等の提供方法及び内容） 

第８条 事業所は通所介護等を、指定居宅介護支援事業所等又は利用者等が作成した居宅サービ

ス計画（以下「居宅サービス計画等」という。）に基づいて提供する。ただし、緊急を要す

る場合には、居宅サービス計画等の作成前であってもサービスを提供する。 

２ 通所介護等は、次の内容で提供する。 

  （１） 身体介護に関すること 

      利用者の日常生活能力等に応じ、次の支援およびサービスを提供する。 

ア 排泄の介助 

イ 移動、移乗の介助 
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ウ その他必要な身体の介護 

（２） 食事に関すること  

      食事を希望する利用者に、次の食事サービスを提供する。 

      ア 食事の準備、配膳、下膳の介助 

イ 食事摂取の介助 

ウ その他必要な食事の介助 

 （３） 看護に関すること     

     ア 看護及び健康管理 

    イ 保健衛生全般 

（４） 加算に関すること 

ア 入浴介助 

      家庭で入浴することが困難な利用者に、次の入浴サービスを提供する。 

       （ア） 衣類着脱 

（イ） 身体の清拭、整髪、洗身 

（ウ） その他必要な入浴の介助 

イ 個別機能訓練 

      心身機能の維持向上を図るため、個別の機能訓練計画を策定し、日常生活に必要な 

基本的動作を獲得するための訓練を行う。 

      ウ 栄養改善 

      低栄養状態又はそのおそれのある利用者に、栄養食事相談等の栄養改善サービスを 

行う。 

      エ 口腔機能改善 

      口腔機能の向上を目的とし、口腔清掃、摂食・嚥下機能に関する指導及びサービス

を提供する。 

    オ 若年性認知症受入れ 

    個別の担当者を定めて若年性認知症利用者を受け入れる。 

（５） アクティビティ・サービスに関すること 

      利用者が、生きがいのある日常生活を送ることができるように、次のアクティビテ

ィ・サービスを行う。これらの活動を通じて仲間づくり、老いや障害の受容、心身機

能の維持・向上、自信の回復や情緒安定を図ることとする。 

      ア レクリエーション 

      イ 音楽活動 

      ウ 制作活動 

      エ 行事的活動 

      オ 体操 

      カ 養護 

（６） 送迎に関すること 

        送迎を必要とする利用者に、送迎サービスを提供する。送迎車両には職員が添乗し、

必要な介護を行う。 
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       ア 移動・移乗動作の介助 

     イ 送迎 

（７） 相談・助言に関すること 

       利用者および家族の日常生活における介護等に関する相談・助言を行う。 

      ア 疾病や障害に関する理解を深めるための相談・助言 

      イ 日常生活動作や具体的な介護方法に関する相談・助言 

      ウ 自助具や福祉機器、住宅環境の整備に関する相談・助言 

      エ その他在宅生活全般に関する相談・助言 

 

（指定居宅介護支援事業者および地域包括支援センターとの連携等） 

第９条  通所介護等の提供にあたっては、利用者にかかる指定居宅介護支援事業者（以下「居宅

介護支援事業者等」という。）が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状

況、その置かれている環境、他の保健・医療・福祉サービスの利用状況等を把握する。 

 ２ 利用者の生活状況の変化、サービス利用方法・内容の変更希望があった場合、当該利用者

担当の居宅介護支援事業者等に連絡するとともに、綿密な連携に努める。 

 ３ 事業所は、正当な理由なく通所介護等の提供を拒まない。ただし、通常の事業実施地域等

を勘案し、利用希望者に対して通所介護等の提供が困難と認めた場合、当該利用者にかかる

居宅介護支援事業者等と連携し、必要な措置を講じる。 

 

（個別援助計画の作成等） 

第１０条 通所介護等の提供を開始する際には、利用者の心身の状況、希望及びその置かれてい

る状況並びに家族等介護者の状況を把握し、個別援助計画を作成する。また、すでに居宅サ

ービス計画が作成されている場合は、その内容にそった個別援助計画を作成する。 

 ２ 個別援助計画の作成・変更の際には、利用者等に対し当該計画の内容を説明し、同意を得

る。 

 ３ 利用者に対し、個別援助計画に基づいて各種サービスを提供するとともに、継続的なサー

ビスの管理、評価を行う。 

 

（通所介護等の提供記録の記載） 

第１１条 事業所は通所介護等を提供した際には、その提供日及び内容、並びに当該通所介護等

について、介護保険法第 42 条 2 第 6 項または法第 115 条の 45 の 3 第 3 項の規定により、利

用者に代って支払いを受ける保険給付の額、その他必要な記録を、利用者が所持するサービ

ス提供記録書に記載する。 

 

（利用料等及び支払いの方法） 

第１２条 通所介護等を提供した場合の利用料は、別紙２「利用料金表」に定める額とする。 

  ２ 第１２条の通常の事業実施地域を越えて行う送迎の交通費、通常の営業日及び営業時間

帯を越えて通所介護等を提供する場合の利用料、食材料費、おむつ代については、別紙２

「料金表」に定める額とする。 
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   ３ 第１項及び第２項の費用の支払いを受ける場合には、利用者等に事前に文書で説明した

うえで、支払いに関する同意を得る。 

  ４ 通所介護等の利用者は、事業所の定める期日に、別途利用契約書で指定する方法により

支払う。 

 

 （通常の事業の実施地域） 

第１３条 通常の事業の実施地域は、原則として次のとおりとする。 

原則 八王子市   

 

（契約書の作成） 

第１４条 通所介護等を開始するにあたって、本規程に沿った事業内容について、事業者は利用

者に利用契約書の書面をもって説明し、同意を得たうえで署名（記名押印）を受ける。 

 

（緊急時等における対応方法） 

第１５条 事業所は、通所介護等を実施中に利用者に急変、その他緊急事態が生じたときは、必

要な救急処置および主治医に速やかに連絡する等、適切な措置を講じる。 

２ 事業所は、通所介護等を実施中に火災、災害が発生したときは、消防計画に従い、利用者 

の避難、通報、初期消火など、迅速に適切な措置を講じる。 

 

（非常災害対策） 

第１６条 事業所は災害に備えるため、別に定める消防計画を遵守し、防災設備を常に整備する。 

２ 防火管理者の配置、防災訓練の実施は次による。 

      防火責任者   偕楽園ホームの防火管理者とする。     

      防災訓練    年２回実施する。     

 ３ 事業所は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に

努める。 

 

（衛生管理等） 

第１７条 通所介護等に使用する備品、物品等は清潔に保持し、定期的な消毒を施すなど、常に

衛生管理に留意する。 

 ２ 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講じる。 

（１） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上

開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図る。 

（２） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

（３） 事業所において、職員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓

練を定期的に実施する。 

 

（サービス利用にあたっての留意事項） 
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第１８条 利用者が入浴室及び機能訓練室等を利用する場合は、職員の見守りのもとで使用する。

また、体調が思わしくない利用者にはその旨を説明し、安全指導を図る。 

 

（秘密の保持及び個人情報の管理） 

第１９条 事業所は、業務上知りえた利用者等に関する個人情報及び業務上の秘密事項について

は、利用者又は第三者の生命、身体等に危険をおよぼす等正当な理由がある場合、正当な権

限を有する官公庁の命令による場合、又は別に定める「情報提供同意書」により同意がある

場合に限り、第三者に開示することができる。それ以外の場合は、契約継続中及び契約終了

後においても、第三者に対して秘匿するものとする。 

 ２ 職員は、業務上知りえた利用者等の秘密を保持しなければならない。職員でなくなった後

においても、これらの秘密を保持するものとする。 

 ３ 本条の規定によるほか、個人情報について事業者は、別に定める個人情報保護規程に基づ

き適切に取り扱うものとする。 

 

（相談・苦情対応) 

第２０条 苦情、要望の窓口は生活相談員とし、サービスに関する利用者等の要望、苦情等に迅 

速、適切に対応する。 

 ２ 事業所は、前項の苦情の内容等について記録し、その完結の日から２年間保存する。 

３ 事業所は利用者からの苦情、要望等の解決について、本条によるほか、別に定める「苦情

解決に関する指針」の定めるところにより処理する。 

 

（事故処理） 

第２１条 事業所は、サービス提供に際し利用者に事故が発生した場合には、速やかに適切な措 

置を講じるとともに、利用者の家族、関係する区市町村、介護支援専門員等に連絡する。 

 ２ 事業所は、前項の事故の状況及び事故に際してとった処置について記録し、その完結の日 

から５年間保存する。 

 ３ 事業所は、事故により利用者に賠償すべき場合には、速やかに損害賠償を行う。 

  ４ 事故の処理及び再発防止について、本条によるほか、別に定める「リスクマネジメントに 

関する指針」の定めるところにより、適切に処理する。  

 

（虐待防止に関する事項） 

第２２条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を

講じる。 

  （１） 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について職員に周知徹底

を図る。 

  （２） 虐待防止のための指針を整備する。 

  （３） 虐待を防止するための定期的な研修を実施する。 

  （４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置する。 
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 ２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従事者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現

に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを

市町村に通報するものとする。 

 

（地域との連携等） 

第２３条 事業所は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協

力を行う等地域との交流に努める。 

 ２ 関係者に開かれた運営および地域に密着したサービスを行うことで利用者サービスの向上

に資する趣旨で、事業所に運営推進会議を設置する。 

  ３  運営推進会議の設置及び運営に関する事項は、別に運営推進会議規程で定める。 

 ４ 事業所は、事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対してサービスを提供

する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対してもサービスを提供するよう努め

る。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第２４条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継

続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務

継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じる。 

 ２ 事業所は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を

定期的に実施する。 

 ３ 事業所は、定期的に業務活動計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行

う。 

 

（その他運営についての重要事項） 

第２５条 職員の資質及び組織の向上を図るため、次により研修の機会を設け、業務体制を整備 

する。 

       採用時研修  採用後１か月以内 

     現任研修   年２回以上 

２ 事業所は、運営及びサービスに関する書類を整備し、完結した文書は文書保存規程の規定 

により監理・保存する。 

３ 運営及びサービス提供にあたっては、併設の偕楽園ホームおよびグループホーム初音の杜

との連携に努め、併設のメリットを発揮する。   

４ 事業所は、全ての介護従事者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保

険法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除

く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じる。 

 ５ 事業所は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動

又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより

職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じる。 
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附 則 

      この規程は、平成２３年 ４月 １日より施行する。 

この規程は、平成２４年 ４月 １日より施行する。 

この規程は、平成２４年 ８月 １日より施行する。 

この規程は、平成２５年 ５月 １日より施行する。 

      この規程は、平成２６年 ４月 １日より施行する。 

      この規程は、平成２７年 ４月 １日より施行する。 

      この規程は、平成２８年 ４月 １日より施行する。 

      この規程は、平成２９年 ４月 １日より施行する。 

      この規程は、平成３０年１０月 １日より施行する。 

この規程は、令和 ３年 ８月 １日より施行する。 

      この規程は、令和 ５年 ４月 １日より施行する。 

この規程は、令和 ５年 ７月 １日より施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 9 

別表１（第４条） 

 

職員配置表 

 

職員は、下表の人員を配置する。 

区 分 職員数 

管理者 １ 

生活相談員 １以上 

看護職員 １以上 

介護職員 ２以上 

機能訓練指導員 １以上 
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別表２（第１２条） 

令和 6 年 4 月 1 日 

デイサービスセンター初音の杜 利用料金表 

 

１．地域密着型通所介護サービス 

 

（１）介護保険サービスの利用料（地区別単価：1単位＝10.68円） 

 

１割負担 

サービス提供時間 要介護区分 単位数 介護報酬額 介護給付費 自己負担額

要介護１ 416 4,442 3,997 445

要介護２ 478 5,105 4,594 511

要介護３ 540 5,767 5,190 577

要介護４ 600 6,408 5,767 641

要介護５ 663 7,080 6,372 708

要介護１ 436 4,656 4,190 466

要介護２ 501 5,350 4,815 535

要介護３ 566 6,044 5,439 605

要介護４ 629 6,717 6,045 672

要介護５ 695 7,422 6,679 743

要介護１ 657 7,016 6,314 702

要介護２ 776 8,287 7,458 829

要介護３ 896 9,569 8,612 957

要介護４ 1,013 10,818 9,736 1,082

要介護５ 1,134 12,111 10,899 1,212

要介護１ 678 7,241 6,516 725

要介護２ 801 8,554 7,698 856

要介護３ 925 9,879 8,891 988

要介護４ 1,049 11,203 10,082 1,121

要介護５ 1,172 12,516 11,264 1,252

要介護１ 753 8,042 7,237 805

要介護２ 890 9,505 8,554 951

要介護３ 1,032 11,021 9,918 1,103

要介護４ 1,172 12,516 11,264 1,252

要介護５ 1,312 14,012 12,610 1,402

要介護１ 783 8,362 7,525 837

要介護２ 925 9,879 8,891 988

要介護３ 1,072 11,448 10,303 1,145

要介護４ 1,220 13,029 11,726 1,303

要介護５ 1,365 14,578 13,120 1,458

７～８時間未満

８～９時間未満

３～４時間未満

４～５時間未満

５～６時間未満

６～７時間未満

 

単位数 介護報酬額 介護給付費 自己負担額

50 534 480 54

100 1,068 961 107

加算

延長加算　　９時間以上１０時間未満

延長加算　１０時間以上１１時間未満  
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150 1,602 1,441 161

200 2,136 1,922 214

250 2,670 2,403 267

40 427 384 43

55 587 528 59

45 480 432 48

100 1,068 961 107

200 2,136 1,922 214

56 598 538 60

76 811 729 82

20 213 191 22

30 320 288 32

60 640 576 64

60 640 576 64

60 640 576 64

50 534 480 54

200 2,136 1,922 214

20 213 191 22

5 53 47 6

150 1,602 1,441 161

160 1,708 1,537 171

40 427 384 43

150 1,602 1,441 161

22 234 210 24

18 192 172 20

6 64 57 7
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員等ベースアップ等支援加算

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

介護職員処遇改善加算（Ⅳ）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（２）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（３）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（４）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（５）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（６）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（７）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（８）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（９）

令和6年6月1日から

延長加算　１１時間以上１２時間未満

延長加算　１２時間以上１３時間未満

延長加算　１３時間以上１４時間未満

入浴介助加算（Ⅰ）

入浴介助加算（Ⅱ）

中重度者ケア体制加算

生活機能向上連携加算（Ⅰ）

生活機能向上連携加算（Ⅱ）

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ

個別機能訓練加算（Ⅱ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）

科学的介護推進体制加算

重度者ケア体制加算

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

認知症加算

若年性認知症利用者受入加算

栄養アセスメント加算

栄養改善加算

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の2.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.2%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.1%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の8.1%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.6%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.5%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.6%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の9.2%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の9.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の8.0%

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

令和6年5月31日まで

口腔機能向上加算（Ⅰ）

口腔機能向上加算（Ⅱ）
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介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１０）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１１）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１２）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１３）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１４）

令和6年6月1日から

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.5%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の3.3%
 

 

２割負担 

サービス提供時間 要介護区分 単位数 介護報酬額 介護給付費 自己負担額

要介護１ 416 4,442 3,553 889

要介護２ 478 5,105 4,084 1,021

要介護３ 540 5,767 4,613 1,154

要介護４ 600 6,408 5,126 1,282

要介護５ 663 7,080 5,664 1,416

要介護１ 436 4,656 3,724 932

要介護２ 501 5,350 4,280 1,070

要介護３ 566 6,044 4,835 1,209

要介護４ 629 6,717 5,373 1,344

要介護５ 695 7,422 5,937 1,485

要介護１ 657 7,016 5,612 1,404

要介護２ 776 8,287 6,629 1,658

要介護３ 896 9,569 7,655 1,914

要介護４ 1,013 10,818 8,654 2,164

要介護５ 1,134 12,111 9,688 2,423

要介護１ 678 7,241 5,792 1,449

要介護２ 801 8,554 6,843 1,711

要介護３ 925 9,879 7,903 1,976

要介護４ 1,049 11,203 8,962 2,241

要介護５ 1,172 12,516 10,012 2,504

要介護１ 753 8,042 6,433 1,609

要介護２ 890 9,505 7,604 1,901

要介護３ 1,032 11,021 8,816 2,205

要介護４ 1,172 12,516 10,012 2,504

要介護５ 1,312 14,012 11,209 2,803

要介護１ 783 8,362 6,689 1,673

要介護２ 925 9,879 7,903 1,976

要介護３ 1,072 11,448 9,158 2,290

要介護４ 1,220 13,029 10,423 2,606

要介護５ 1,365 14,578 11,662 2,916

７～８時間未満

８～９時間未満

３～４時間未満

４～５時間未満

５～６時間未満

６～７時間未満

 

単位数 介護報酬額 介護給付費 自己負担額

50 534 427 107

100 1,068 854 214

150 1,602 1,281 321

200 2,136 1,708 428

延長加算　　９時間以上１０時間未満

延長加算　１０時間以上１１時間未満

延長加算　１１時間以上１２時間未満

延長加算　１２時間以上１３時間未満

加算
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250 2,670 2,136 534

40 427 341 86

55 587 469 118

45 480 384 96

100 1,068 854 214

200 2,136 1,708 428

56 598 478 120

76 811 648 163

20 213 170 43

30 320 256 64

60 640 512 128

60 640 512 128

60 640 512 128

50 534 427 107

200 2,136 1,708 428

20 213 170 43

5 53 42 11

150 1,602 1,281 321

160 1,708 1,366 342

40 427 341 86

150 1,602 1,281 321

22 234 187 47

18 192 153 39

6 64 51 13
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員等ベースアップ等支援加算

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

介護職員処遇改善加算（Ⅳ）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（２）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（３）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（４）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（５）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（６）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（７）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（８）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（９）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１０）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１１）

令和6年6月1日から

延長加算　１３時間以上１４時間未満

入浴介助加算（Ⅰ）

入浴介助加算（Ⅱ）

中重度者ケア体制加算

生活機能向上連携加算（Ⅰ）

生活機能向上連携加算（Ⅱ）

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ

個別機能訓練加算（Ⅱ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）

認知症加算

若年性認知症利用者受入加算

栄養アセスメント加算

栄養改善加算

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）

口腔機能向上加算（Ⅰ）

口腔機能向上加算（Ⅱ）

科学的介護推進体制加算

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

令和6年5月31日まで

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の2.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.2%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.1%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の9.2%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の9.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の8.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の8.1%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.6%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.5%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.6%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.5%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.3%

重度者ケア体制加算

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
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介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１２）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１３）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１４）

令和6年6月1日から

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の3.3%
 

 

３割負担 

サービス提供時間 要介護区分 単位数 介護報酬額 介護給付費 自己負担額

要介護１ 416 4,442 3,109 1,333

要介護２ 478 5,105 3,573 1,532

要介護３ 540 5,767 4,036 1,731

要介護４ 600 6,408 4,485 1,923

要介護５ 663 7,080 4,956 2,124

要介護１ 436 4,656 3,259 1,397

要介護２ 501 5,350 3,745 1,605

要介護３ 566 6,044 4,230 1,814

要介護４ 629 6,717 4,701 2,016

要介護５ 695 7,422 5,195 2,227

要介護１ 657 7,016 4,911 2,105

要介護２ 776 8,287 5,800 2,487

要介護３ 896 9,569 6,698 2,871

要介護４ 1,013 10,818 7,572 3,246

要介護５ 1,134 12,111 8,477 3,634

要介護１ 678 7,241 5,068 2,173

要介護２ 801 8,554 5,987 2,567

要介護３ 925 9,879 6,915 2,964

要介護４ 1,049 11,203 7,842 3,361

要介護５ 1,172 12,516 8,761 3,755

要介護１ 753 8,042 5,629 2,413

要介護２ 890 9,505 6,653 2,852

要介護３ 1,032 11,021 7,714 3,307

要介護４ 1,172 12,516 8,761 3,755

要介護５ 1,312 14,012 9,808 4,204

要介護１ 783 8,362 5,853 2,509

要介護２ 925 9,879 6,915 2,964

要介護３ 1,072 11,448 8,013 3,435

要介護４ 1,220 13,029 9,120 3,909

要介護５ 1,365 14,578 10,204 4,374

７～８時間未満

８～９時間未満

３～４時間未満

４～５時間未満

５～６時間未満

６～７時間未満

 

単位数 介護報酬額 介護給付費 自己負担額

50 534 373 161

100 1,068 747 321

150 1,602 1,121 481

200 2,136 1,495 641

250 2,670 1,869 801

40 427 298 129入浴介助加算（Ⅰ）

加算

延長加算　　９時間以上１０時間未満

延長加算　１０時間以上１１時間未満

延長加算　１１時間以上１２時間未満

延長加算　１２時間以上１３時間未満

延長加算　１３時間以上１４時間未満
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55 587 410 177

45 480 336 144

100 1,068 747 321

200 2,136 1,495 641

56 598 418 180

76 811 567 244

20 213 149 64

30 320 224 96

60 640 448 192

60 640 448 192

60 640 448 192

50 534 373 161

200 2,136 1,495 641

20 213 149 64

5 53 37 16

150 1,602 1,121 481

160 1,708 1,195 513

40 427 298 129

150 1,602 1,121 481

22 234 163 71

18 192 134 58

6 64 44 20
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員等ベースアップ等支援加算

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

介護職員処遇改善加算（Ⅳ）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（２）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（３）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（４）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（５）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（６）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（７）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（８）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（９）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１０）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１１）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１２）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１３）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１４）

令和6年6月1日から

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の3.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.6%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.5%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の9.2%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の9.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の8.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の8.1%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.6%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.5%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の2.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.2%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.1%

科学的介護推進体制加算

重度者ケア体制加算

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

令和6年5月31日まで

栄養アセスメント加算

栄養改善加算

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）

口腔機能向上加算（Ⅰ）

口腔機能向上加算（Ⅱ）

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ

個別機能訓練加算（Ⅱ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）

認知症加算

若年性認知症利用者受入加算

入浴介助加算（Ⅱ）

中重度者ケア体制加算

生活機能向上連携加算（Ⅰ）

生活機能向上連携加算（Ⅱ）

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ
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（２）介護保険給付対象外サービスの利用料 

 

昼食費 　１食　655円　　　　おやつ代　100円

その他自費負担
　おむつ代（もちこみ可）
　リハビリパンツ（1枚）100円　　尿とりパット（1枚）50円

キャンセル規定

　①　利用日の前営業日午後5時30分までに連絡があった場合
　　　無料
　②　利用日当日の午前9時までに連絡があった場合
　　　自己負担額の50％及び昼食費655円
　③　利用日当日の午前9時までに連絡がなかった場合
　　　自己負担額の全額及び昼食費655円
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２．介護予防・日常生活支援総合事業サービス 

 

（１）介護保険サービスの利用料（地区別単価：1単位＝10.68円） 

 

１割負担 

算定単位 要介護区分 単位数 介護報酬額 介護給付費 自己負担額

要支援１ 1,798 19,202 17,281 1,921

要支援２ 3,621 38,672 34,804 3,868

要支援１（月4回までの利用の場合） 436 4,656 4,190 466

要支援２（月8回までの利用の場合） 447 4,773 4,295 478

１月につき

１回につき

 

単位数 介護報酬額 介護給付費 自己負担額

100 1,068 961 107

240 2,563 2,306 257

50 534 480 54

200 2,136 1,922 214

150 1,602 1,441 161

160 1,708 1,537 171

480 5,126 4,613 513

88 939 845 94

176 1,879 1,691 188

72 768 691 77

144 1,537 1,383 154

24 256 230 26

48 512 460 52

100 1,068 961 107

20 213 191 22

5 53 47 6

40 427 384 43
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員等ベースアップ等支援加算

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

介護職員処遇改善加算（Ⅳ）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（２）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（３）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（４）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（５）

令和6年6月1日から

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の9.2%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の9.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の8.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の8.1%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.6%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.5%

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）

科学的介護推進体制加算

令和6年5月31日まで

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の2.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.2%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.1%

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）１

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）２

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）１

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）２

生活機能向上連携加算（Ⅰ）

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）

栄養改善加算

口腔機能向上加算（Ⅰ）

口腔機能向上加算（Ⅱ）

一体的サービス提供加算

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）１

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）２

加算

生活機能向上グループ活動加算

若年性認知症利用者受入加算

栄養アセスメント加算
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介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（６）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（７）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（８）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（９）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１０）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１１）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１２）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１３）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１４）

令和6年6月1日から

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の3.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.6%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.5%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.3%

 

 

２割負担 

算定単位 要介護区分 単位数 介護報酬額 介護給付費 自己負担額

要支援１ 1,798 19,202 15,361 3,841

要支援２ 3,621 38,672 30,937 7,735

要支援１（月4回までの利用の場合） 436 4,656 3,724 932

要支援２（月8回までの利用の場合） 447 4,773 3,818 955

１月につき

１回につき

 

単位数 介護報酬額 介護給付費 自己負担額

100 1,068 854 214

240 2,563 2,050 513

50 534 427 107

200 2,136 1,708 428

150 1,602 1,281 321

160 1,708 1,366 342

480 5,126 4,100 1,026

88 939 751 188

176 1,879 1,503 376

72 768 614 154

144 1,537 1,229 308

24 256 204 52

48 512 409 103

100 1,068 854 214

20 213 170 43

5 53 42 11

40 427 341 86
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員等ベースアップ等支援加算

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

令和6年6月1日から

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の9.2%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の9.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の8.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の2.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.2%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.1%

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）２

生活機能向上連携加算（Ⅰ）

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）

科学的介護推進体制加算

令和6年5月31日まで

一体的サービス提供加算

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）１

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）２

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）１

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）２

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）１

生活機能向上グループ活動加算

若年性認知症利用者受入加算

栄養アセスメント加算

栄養改善加算

口腔機能向上加算（Ⅰ）

口腔機能向上加算（Ⅱ）

加算
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介護職員処遇改善加算（Ⅳ）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（２）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（３）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（４）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（５）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（６）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（７）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（８）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（９）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１０）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１１）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１２）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１３）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１４）

令和6年6月1日から

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の3.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.6%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.5%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の8.1%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.6%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.5%

 

 

３割負担 

算定単位 要介護区分 単位数 介護報酬額 介護給付費 自己負担額

要支援１ 1,798 19,202 13,441 5,761

要支援２ 3,621 38,672 27,070 11,602

要支援１（月4回までの利用の場合） 436 4,656 3,259 1,397

要支援２（月8回までの利用の場合） 447 4,773 3,341 1,432

１月につき

１回につき

 

単位数 介護報酬額 介護給付費 自己負担額

100 1,068 747 321

240 2,563 1,794 769

50 534 373 161

200 2,136 1,495 641

150 1,602 1,121 481

160 1,708 1,195 513

480 5,126 3,588 1,538

88 939 657 282

176 1,879 1,315 564

72 768 537 231

144 1,537 1,075 462

24 256 179 77

48 512 358 154

100 1,068 747 321

20 213 149 64

5 53 37 16

40 427 298 129
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の2.3%

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）２

生活機能向上連携加算（Ⅰ）

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）

科学的介護推進体制加算

令和6年5月31日まで

一体的サービス提供加算

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）１

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）２

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）１

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）２

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）１

生活機能向上グループ活動加算

若年性認知症利用者受入加算

栄養アセスメント加算

栄養改善加算

口腔機能向上加算（Ⅰ）

口腔機能向上加算（Ⅱ）

加算
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介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員等ベースアップ等支援加算

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

介護職員処遇改善加算（Ⅳ）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（２）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（３）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（４）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（５）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（６）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（７）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（８）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（９）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１０）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１１）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１２）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１３）

介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１４）

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の3.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.3%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.6%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の4.5%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の5.3%

令和6年6月1日から

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の9.2%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の9.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の8.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の8.1%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.6%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.9%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の7.4%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の6.5%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.2%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.0%

施設利用料と各種加算で該当する加算を加えた単位数の1.1%

令和6年5月31日まで

 

 

 

（２）介護保険給付対象外サービスの利用料 

 

昼食費 　１食　655円　　　　おやつ代　100円

その他自費負担
　おむつ代（もちこみ可）
　リハビリパンツ（1枚）100円　　尿とりパット（1枚）50円

キャンセル規定

　①　利用日の前営業日午後5時30分までに連絡があった場合
　　　無料
　②　利用日当日の午前9時までに連絡があった場合
　　　自己負担額の50％及び昼食費655円
　③　利用日当日の午前9時までに連絡がなかった場合
　　　自己負担額の全額及び昼食費655円

 

 


